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概　　況
　2022年には国会で多くの重要法案が可決された。とくに植民地期に制定された
刑法典の改正は政府や法曹関係者の悲願が成就したものだったが，市民的自由を
制限する条項が多く含まれていたため，市民社会からは強い批判が出された。パ
プア州と西パプア州を分割して ₄ つの州を新設する法案もわずかな審議で可決さ
れた。前年の特別自治法の改正に続き，分離独立運動を抱えるパプアの問題を中
央政府主導で解決しようとする動きに対しては，地元から強い反発も出ている。
1 年を通じて国民の耳目を集めたのが，相次いだ警察の不祥事であった。サッ
カースタジアムで135人が死亡した事故は，警察による不適切な対応が原因だっ
たと強く批判された。2024年の総選挙・大統領選挙に向けた動きも活発化した。
大統領の任期延長や選挙延期の動きが表面化したが，主要政党間では大統領候補
擁立に向けた駆け引きが続いた。
　新型コロナウイルス対策としての活動制限の緩和による内需回復や，国際商品
価格の高騰による資源輸出額の増大により，国内総生産（GDP）成長率は5.31％を
記録し，世界各国が景気減速に直面するなかで高いパフォーマンスを示した。好
調な経済による税収増加で，コロナ禍の財政出動以前の水準である GDP 比 ₃ ％
以内の財政赤字を早くも達成したが，補助金付き燃料価格引き上げによる痛みを
伴った。金融政策では，インフレ率の上昇に対応し， ₈ 月以降あわせて 5 回の利
上げが行われた。また，金融部門発展強化法案が可決され，投資促進に向けた取
り組みが前進した。貿易政策では，内外価格差の拡大に伴う輸出増が国内供給減
を招き，石炭とパーム油の一時的な輸出禁止措置を迫られたほか，未加工ニッケ
ルの輸出禁止をめぐる世界貿易機関（WTO）訴訟で敗訴したことが課題となった。
　ロシアによるウクライナ侵攻によって先進国間の対立が深まるなか，政府は主
要20カ国・地域（G20）首脳会議議長国として難しい立場に立たされた。そのなか
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でも政府は中立外交を貫き，外交当局による奔走の甲斐もあって首脳宣言の採択
を成し遂げた。同時に，過去最大規模の気候変動対策融資プログラムを取りつけ
るしたたかさもみせつけた。

国 内 政 治

刑法典の全面的な改正が実現するも市民社会は強く反発
　12月 ₆ 日，国会は刑法典（KUHP）の改正案を全会一致で可決した。現行の刑法
典は，1915年にオランダ植民地政府が制定したものを，独立直後の1946年に最低
限の修正を加えただけでそのまま適用してきたものであった。そのため，植民地
遺制でもある現行の刑法典を改正し，インドネシア人自身の手による新しい刑法
典を制定することは，政府や法曹関係者にとって悲願であった。新しい刑法典制
定の動きは1960年代からみられたが，なかなか進展することがなかった。
　ところが，ジョコ・ウィドド（通称，ジョコウィ）政権下で刑法典改正に向けた
議論が急速に進んだ。2019年 ₉ 月には国会と政府が改正案の内容に合意し，本会
議での採決直前にまで至ったが，改正案のなかに市民的自由を制限する内容が多
く含まれていたため市民社会組織などから強い懸念の声があがり，学生団体など
が大規模なデモを組織して国会での採決に反対した。世論の強い反発を前にジョ
コウィ大統領が審議延長を国会に要請したことで，審議はいったん見送られた。
　2020年以降，政府は批判が寄せられた条文の修正を行うとともに，法案の内容
を広く国民に周知するために国会内だけでなく各地で公聴会を開くなど，法案成
立に向けた環境を整備してきた。それでも改正案の内容に市民社会組織や報道機
関などが反対したが，政府と国会は批判に十分応えたとして採決を強行した。
　この刑法典改正は，海外メディアでも大きく取り上げられた。海外で関心を呼
んだのは，婚姻関係にないカップルの性交渉や未婚のままの同居が禁止された点
であった（411条，412条）。バリ島などの有名リゾート地には毎年多くの外国人観
光客が訪れるだけに，彼らが刑事罰の対象となるのではないかと懸念されたから
である。実際のところは，これらの容疑を通報できるのは配偶者や子供など近親
者に限られるため，滞在や観光で訪れる外国人に大きな影響が出ることはないと
みられる。一方，国内では，慣習法に則って生活している少数民族の人々や貧困
層のカップルで公的な婚姻届を出さないまま夫婦として生活している人々の存在
を無視していることが問題点として認識されている。また，この条項によって性
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犯罪の被害者が犯罪者とされてしまう恐れも指摘されている。
　この条項以上に国内で批判の声があがったのは，市民的自由の制限につながり
かねない条文が依然として残された点であった。国家イデオロギーに対する罪を
定めた188～189条では，スハルト体制下の1966年から禁止されている共産主義だ
けでなく，建国 5 原則パンチャシラに反する「その他の思想」についても広める
ことが禁止された。ここでは「その他の思想」が何かは明示されておらず，権力
者による恣意的な運用により思想の自由が侵害される恐れがある。218～220条で
規定された正副大統領に対する名誉毀損罪や，240～241条に規定された政府・国
家機構に対する侮辱罪，263～264条に規定された偽情報の拡散に対する罪につい
ても，政府批判が取締りの対象になりうるという点で表現の自由や報道の自由を
侵害する恐れがある。256条で示威行為やデモの実施に事前の届け出を義務づけ
た規定も，政府を批判する市民の行動を抑えつけることにつながりうる。ジェン
ダー平等の面でも，堕胎や避妊具の推奨行為が禁止された条項（408～410条）や中
絶（性暴力の被害者を除く）が禁止された条項（463～465条）の問題が指摘されてい
る。このほか，「社会に生きる法にもとづく罪」に関する条項（597条）が設けられ，
慣習法において禁止される行為が刑罰の対象となることが定められた。この条項
についても，慣習法という名の下で女性や弱者に対する差別的な地方条例などが
制定されることにつながりかねないとの懸念が示されている。
　改正された刑法典は， 2 年以内に実施規定が制定された後，制定日（大統領が
署名した2023年 1 月 2 日）から ₃ 年後に施行されることになっている。政府はこ
の間に国民への周知を図るとともに，法執行部門など関係諸機関の間での調整を
進める予定である。刑法というきわめて専門的事柄であり，一般国民の間で問題
の所在が十分に理解されていないため，強い反発の声はあがっていない。一方，
同法成立に反対していた国内の市民社会組織などは違憲審査請求の意向を表明し
ており，施行までの間に憲法裁判所がどのような法的判断を下すのか注目される。

パプア州・西パプア州が分割され 4 州が誕生
　1960年代から分離独立運動が続いていたパプアに対して，1998年の民主化後の
中央政府は州に特別自治の権限を付与することで国家統合を維持しようとしてき
た。しかし，2019年頃から分離独立運動が再び活発化して治安情勢が悪化したこ
ともあり，中央政府は2021年に政策を転換し，パプア州特別自治法を改正した。
同改正法では，州の権限が縮小され，かわって中央の権限が強化されたが，自治
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体の新設についても州政府およびパプア先住民の代表者からなるパプア人民評議
会（MRP）の許可なく中央政府と国会の同意のみで実施できるようになった。
　この改正をうけ，パプア州と西パプア州を分割する動きが加速した。2021年12
月頃から国会と政府の間で新州設置に関する議論が始まり，翌年の ₄ 月12日にパ
プア州を分割して ₃ 州を新設する法案が議員立法で国会に上程された。同法案は
₆ 月30日に可決成立し，パプア州から中パプア州，山岳パプア州，南パプア州が
分割されて新設されることが決まった。さらに， 7 月 7 日には西パプア州を分割
して 1 州を新設する法案が議員立法で国会に上程され，11月17日に可決成立した。
その結果，西パプア州から南西パプア州が分割されて新設されることになった。
州分割を政府・国会が急いだ背景には，2024年の総選挙・大統領選挙までに州を
設置し，新自治体にもとづく選挙区を設置したいという思惑があった。
　中パプア州，山岳パプア州，南パプア州は11月11日に，南西パプア州は12月 ₉
日に正式に発足し，内相によって知事代行が任命された。通常，新しい自治体を
設置する場合は，地方行政法の規定に従って ₃ 年間の準備期間が設けられるが，
このパプア ₄ 新州については特別自治法にもとづいて即時に設置された。正式な
州知事は2024年11月に行われる統一地方首長選で選出されるが，2026年までは中
央政府が自治体行政への支援を行うことになっている。
　州の境界は，パプアの主要なエスニック集団の分布に沿って引かれた。中央政
府は，州分割の目的として，国内の他地域に比べて大きく立ち遅れた開発の促進，
パプア沿岸部と山岳部の格差の解消，行政サービスの改善，そして独立運動の沈
静化と治安の回復をあげている。しかし，法案の審議プロセスに参加できなかっ
たパプア人民評議会が州分割に反対したほか，現地の代表者や有識者からは，教
育レベルが相対的に低いパプア出身者が自治体の政治職や行政職につけず経済的
格差がさらに広がる可能性や，軍のプレゼンスがますます大きくなる危険性を指
摘する声があがった。これに対して政府は，新州設置はパプア代表者が要望した
ものであり，ほとんどの住民は分割に賛成しているとして反対の声を無視した。
　こうした中央政府による強引な州分割は，これが初めてではない。2003年，当
時のメガワティ・スカルノプトゥリ大統領が，パプア州を ₃ つに分割し西イリア
ン・ジャヤ州（のちに西パプア州に改称）と中イリアン・ジャヤ州を新設する政策
を強行した。経済利権の獲得を目論む現地エリートの支持を得た西イリアン・
ジャヤ州は設置にこぎ着けたが，中イリアン・ジャヤ州では賛成派と反対派の間
で武力衝突が発生し，州設置が延期されたままとなっていた。今回はそうした大
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きな混乱は発生していないが，独立運動を担ってきた自由パプア運動（OPM）の
軍事部門である西パプア民族解放軍（TPN-PB）と治安当局との間では武力衝突が
続いており，民間人にも多数の犠牲者が出ている。

野党不在の国会で重要法案が次々と可決される
　2022年には重要法案が多く可決された。年内に国会で成立した法案の数は32

（大統領の署名を経て年内に公布されたのは28）で，例年と比べてとくに多いわけ
ではなかったが，上述の刑法典をはじめ審議が長期に及んでいた法案が可決され
たり，政府・国会が重視していた法案が短期間で成立したりした。
　長い審議期間を経てようやく制定されたのが，性暴力犯罪法（法律2022年第12
号）と個人情報保護法（法律2022年第27号）である。この 2 法は，社会からの要請
が強かったにもかかわらず，なかなか審議がまとまらなかった。性暴力犯罪法案
は，2016年に国の独立機関である「女性への暴力に反対する国家委員会」とフェ
ミニズム運動団体，イスラーム系女性宗教活動家らが草案を作成し，国会での成
立が目指されてきたものである（当初の法案名は「性暴力排除法案」）。しかし，
2019年総選挙・大統領選挙を前にイスラーム保守派の勢いが増すなか，各政党は
法案審議に慎重になった。イスラーム保守派はこの法案を「家族の秩序を破壊す
る」「ジェンダー公正は西洋的思想でありイスラームの思想に反する」などと反
対していたため，法案に賛成すれば「反イスラームである」と批判されると各政
党が危惧したのである。選挙後も審議は滞ったままだったが，2021年後半に大学
やイスラーム寄宿学校（プサントレン）内で多数の女生徒が教師から性暴力の被害
にあっていたことが明らかになったことで，法案を店ざらしにしてきた政府・国
会への非難が強まった。世論への対応を迫られたジョコウィ大統領が 1 月に早期
の法案成立を目指すよう関係閣僚に指示して，ようやく審議がまとまった。
　個人情報保護法は，草案に関する検討が2006年の段階ですでに政府内で始めら
れており，2020年に法案が国会に上程されて審議が始まった。しかし，監督機関
を管轄官庁の下に置くか独立とするかなど法案の内容をめぐって国会と政府の間
で意見の対立が続き，審議がまとまらなかった。2022年に政府諸機関から大量の
個人情報がハッキング攻撃によって漏洩した事実が発覚したことで，政府と国会
が法案成立の緊急性を認識し，成立にこぎ着けたものである。議論となった監督
機関は大統領直属とされたが，詳細は大統領令による規定に委ねられた。
　他方，政府・国会が早期成立を図ったのが，首都法（法律2022年第 ₃ 号），改正



383

2022年のインドネシア

法令制定法（法律2022年第13号），パプア新設州の設置法（法律2022年第14～16号，
第29号），金融部門発展強化法（法律2023年第 ₄ 号）である。首都法は，ジョコ
ウィ大統領が最も力を入れている首都移転の根拠となる法律であるが，上程から
わずか42日後に国会を通過した。この法律により，新首都の名前がインドネシア
群島を表す古語からとった「ヌサンタラ」となることが正式に決まった。同時に，
移転事業を管轄し，移転後は州政府としての機能を果たすことになるヌサンタラ
首都庁が設置されることも規定された。
　上程後 ₃ カ月で改正された法令制定法では，複数の法令を一括して改正する

「オムニバス法」という形式が新たに規定された。法改正のきっかけは，2020年
に制定された雇用創出法に対して2021年に憲法裁判所が違憲との判断を示したこ
とであった。憲法裁判所の違憲判断の理由のひとつが，「オムニバス法」という
形式がどこにも規定されていないという点だったことから，ジョコウィ政権の最
重要法である雇用創出法の違憲状態を修正することが急がれたのである。
　金融部門発展強化法は，金融に関する17本の法律を一括して改正した「オムニ
バス法」である。同法は全341条からなる大規模な法改正にもかかわらず，法案
上程からわずか ₃ カ月間の審議で国会を通過した（詳細は「経済」の項を参照）。
　これまでインドネシアの国会では，法案の審議に長い時間をかけるのが通例で
あった。議会過半数を占める政党がなく多数の政党による連立政権が樹立される
なかで，与党内でも法案をめぐる意見対立が多いうえ，採決にあたって多数決で
はなく全会一致が志向されるため，政党間での意見調整や法案の修正に多くの時
間が費やされたのである。しかし，第 2 期ジョコウィ政権では，国会の82％を連
立与党が占めていて野党の存在感はほとんどない。しかも，ジョコウィに対する
支持率の高さを反映して，連立与党内からも大統領への異論がほとんど出されな
い状況にある。そのため，可決の見通しが立っていなかった法案が大統領の一声
で成立するようになったり，政権と国会の思惑が一致している法案については実
質的審議がほとんどされないまま可決されたりすることが増えている。

警察の不祥事が続く
　これまでも警察官の関与した汚職事件がたびたび発覚するなど，警察は不祥事
と無縁だったわけではないが，2022年は国民の耳目を集める不祥事や市民への不
適切な対応が警察で相次いだ。
　警察内部のスキャンダルとして現地メディアで連日報道されたのが，警察高官
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の自宅で発生した殺人事件であった。 7 月 ₈ 日，フェルディ・サンボ国家警察職
務治安局長の自宅で，部下のヨシュア・フタバラットが拳銃で撃たれて殺害され
るという事件が発生した。当初は，サンボの妻に乱暴しようとしたヨシュアが別
の部下との間で銃撃戦となり死亡したとされ，警察当局も早々に事件の幕引きを
図ろうとした。しかし，事件の経過について多くの不審な点が指摘され，国民の
間で警察に対する批判が高まった。ジョコウィ大統領はこうした世論の動向を無
視することはできず，警察に捜査のやり直しを命じた。
　再捜査の結果，この事件は実際にはサンボが主導し，部下である多くの警察官
が関与した計画的な殺人だったことが明らかになった。しかも，事件の背景とし
てサンボの愛人問題や警察内部でのオンライン賭博への関与疑惑が浮上するなど，
一大スキャンダルとして国民の高い関心を集め続けた。その後，事件の関係者は
逮捕され，サンボも懲戒免職となった。
　警察に対する批判が高まったもうひとつのきっかけが，10月 1 日に東ジャワ州
マラン県のサッカースタジアムで観客135人が死亡した事故である。この日に行
われていたプロサッカーリーグ 1 部のマラン対スラバヤの試合終了直後，地元の
チームが敗北したことに興奮した多くのサポーターがフィールドになだれ込んだ
のに対して，警備にあたっていた警察が催涙弾を使用して混乱を鎮めようとした。
しかし，催涙弾が観客席に向けて発射されたため，パニックとなった約 ₄ 万2000
人の観客が一斉にスタジアムの外に出ようとした。多くの観客が狭い出口に集中
したために将棋倒しとなったり，鍵のかかった出口で押しつぶされたりするなど
して多くの死傷者を出すことになったのである。
　スタジアムでの催涙弾の使用は国際サッカー連盟（FIFA）の規定で禁止されて
おり，現場での映像からも警察の対応が適切でなかったと，事故直後から強い批
判がわき起こった。政府は，事故原因を調査するため独立の事実調査チームを設
置した。その調査の結果，現場にいた ₃ 人の警察官が催涙弾の使用を指示したと
して責任を問われるとともに，東ジャワ州警察本部長が更迭された。
　これらの事件で警察に対する批判が高まったことをうけて，ジョコウィ大統領
は，10月14日に全国の警察幹部約600人を大統領官邸に集め，警察のイメージを
回復するため不正防止と事件の捜査に集中するよう訓示するとともに，派手な生
活を控えるように求めた。ところが，その同じ日に，サッカースタジアムでの事
件で更迭された東ジャワ州警察本部長の後任に任命されたばかりのテディ・ミナ
ハサが麻薬の違法取引で逮捕されるという事件が発生した。テディが前職の西ス
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マトラ州警察本部長の地位にあった時に，麻薬取引事件の捜査で押収した覚醒剤
の一部を横領し，転売していたことが発覚したのである。その後も12月に東カリ
マンタン州で違法石炭採掘に警察が組織的に関与していた疑惑が発覚するなど，
警察の信頼回復への道のりは遠い。

総選挙・大統領選挙へ向けた動きが活発化
　次の議会選挙と大統領選挙は2024年 2 月14日に同時に行われる。投票日まで 2
年を切り，選挙の実施に向けた手続きが始まるとともに，大統領選に向けた政党
間の駆け引きが激しくなった。
　選挙の準備は， ₄ 月12日に中央選管にあたる総選挙委員会（KPU）の新委員 7 人
と選挙監視を担当する国家機関である総選挙監視庁（Bawaslu）の新委員 5 人が就
任して始まった。 ₈ 月 1 日からは総選挙に参加する政党の登録と審査が行われた。
総選挙委員会による審査を経て総選挙への参加が認められた政党は，登録申請を
した40政党のうち18政党である（「参考資料」参照）。12月14日に発表された時点
では17政党だったが，総選挙監視庁の裁定で信徒党の参加が認められて 1 政党が
追加された。参加政党の数は，2019年総選挙時より 2 政党増えた。この審査プロ
セスでは，特定の政党の審査に手心を加えるよう中央選管から地方選管に対して
圧力がかかっていたと報道されたが，真相は不明のままである。
　選挙実施に向けた準備が進められた一方で，ジョコウィ大統領周辺や支持団体
から ₃ 選の実現や選挙延期を求める動きがたびたび表面化した。 2 ～ ₃ 月にかけ
ては，民族覚醒党（PKB），ゴルカル党，国民信託党（PAN）といった連立与党の党
首からも賛同する声があがった。国権の最高機関である国民協議会（MPR）が ₈
月に開催されるのにあわせて，大統領任期を延長するために憲法を改正しようと
する動きもあった。そうした動きを主導するグループは，長引いたコロナ禍やロ
シアのウクライナ侵攻によって遅れている経済回復を優先すべきだと主張して選
挙延期を正当化しようとしたが，次の大統領を狙える候補者を抱える政党は同調
しなかったし，国民世論の支持も得られなかった。
　選挙が予定どおり実施される見込みが強まると，大統領候補擁立に向けた政党
間の駆け引きが激しくなった。最初に動いたのは，国会第 2 党のゴルカル党で
あった。 ₆ 月 ₄ 日，同党は，イスラーム系の国民信託党，開発統一党（PPP）との
協力を決め，「統一インドネシア連合（KIB）」を結成した。それに続いて ₈ 月13日，
国会第 ₃ 党のグリンドラ党とイスラーム系の民族覚醒党が大統領選での協力を約



386

G20首脳会議の成功と堅調な経済回復

束し，「大インドネシア覚醒連合」の結成を発表した。ただし，両陣営ともこの
時点では，誰を連合の正副大統領候補とするかは発表しなかった。一方，ナスデ
ム党は10月 ₃ 日，ジャカルタ首都特別州知事のアニス・バスウェダンを大統領候
補として擁立することを宣言した。この動きには，野党の民主主義者党とイス
ラーム系の福祉正義党（PKS）が加わる意向を表明している。
　こうした動きに唯一加わっていないのが，国会第 1 党の闘争民主党（PDIP）で
ある。同党は，「20％以上の議席占有率または25％以上の得票率を有すること」
という大統領候補擁立の要件を唯一単独で満たしている政党である。しかも，各
種世論調査では常に人気トップを走るガンジャル・プラノウォ中ジャワ州知事を
党員に抱えている。ただし，同党の動きが遅いのは，そうした有利な状況にある
からではない。同党の方針を決定するのは，メガワティ党首である。独立の父ス
カルノの長女であるメガワティは，自分の娘のプアン・マハラニ国会議長を擁立
したいと考えているといわれる。しかし，世論調査でのプアンの人気は他の有力
候補たちには遠く及ばず，立候補してもほとんど勝ち目がない。そのため，党内
でも誰を擁立するかで意見が割れており，メガワティ自身も決定を先送りしてい
る状況なのである。人気の高いガンジャルの擁立はゴルカル党を中心とした統一
インドネシア連合が狙っているとも言われており，同党が誰を大統領候補に擁立
するのかは大統領選の行方を大きく左右することになる。
 （川村）

経 済

好調な資源輸出と内需回復で5.31％成長を達成
　2022年の GDP の実質成長率は5.31％であった。ウクライナ危機により国際商
品価格が前年に続いて高騰したことが，資源輸出国であるインドネシア経済には
追い風となった。同時に，新型コロナ活動制限の緩和を受けた内需の回復が景気
を下支えした。四半期ベースでみると，第 1 四半期は5.02％，第 2 四半期は5.46％，
第 ₃ 四半期は5.72％と上り調子であったが，第 ₄ 四半期は民間消費と輸出の鈍化
などの影響で5.01％に低下した。名目 GDP は 1 京9588兆ルピアであった。家計
消費が名目 GDP に占める割合は51.87％で，伸び率は前年比4.93％増，寄与度は
2.61％であった。投資（総固定資本形成）の割合は29.08％で，伸び率は前年比
3.87％増，寄与度は1.24％であった。政府支出の割合は7.66％で，新型コロナ感
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染の落ち着きとともにコロナ対策支出が縮小したために伸び率は前年比4.51％減，
寄与度はマイナス0.37％であった。財・サービスの輸出と輸入の割合はそれぞれ
24.49％と20.90％であり，伸び率は前年比16.28％増，14.75％増となり，前年に続
き高い伸び率を維持した。純輸出の GDP 寄与度は0.81％となった。
　国際収支では，経常収支が132億1617万ドルとなり，黒字幅は GDP 比 1 ％と前
年の0.28％からさらに拡大した。財輸出は2925億ドル，財輸入は2298億ドルであ
り，貿易黒字は過去最高額となる626億8218万ドル（前年438億ドル）に達し，前年
比43.09％増であった。非石油・ガスの輸出は2772億ドル，輸入は1979億ドルと
どちらも過去最高額となった。品目別でみると，最も伸び率が大きい石炭（財輸
出に占める割合18.6％）は前年比73.2％増，卑金属製品（同14.3％）は前年比で
37.7％増加したが，パーム油（精製油を含む，同9.4％）は，後述する一時的な輸出
禁止政策の影響もあって輸出額は前年比4.5％増にとどまり，輸出量は8.5％減少
した。また，石油・ガスの輸出は153億ドル，輸入は439億ドルで赤字は286億ド
ルと前年の130億ドルから倍以上に膨れ上がった。このことが，後述する補助金
付き燃料価格の引き上げにつながった。金融収支は89億1644万ドルの純流出で
あった。
　投資調整庁（BKPM）によると投資実施額は1207兆2000億ルピアに達し，前年比
で34％増加した。海外直接投資（FDI）実施総額は前年から44.2％と大幅に増加し
て456億ドルとなり，投資額全体の54.2％を占めた。上位投資国はシンガポール，
中国，香港であった。分野別では，金属製品・非機械・設備産業（110億ドル，
24％），鉱業（51億ドル，11％），化学・医薬品産業（45億ドル，10％）が上位を占
めた。また，国内投資は552兆8000億ルピアと前年から23.6％の増加となった。
上位の投資分野は，運輸・倉庫・通信（75兆ルピア，17％），住宅・工業団地・オ
フィスビル（66兆ルピア，12％），鉱業（63兆ルピア，11％）である。
　消費者物価上昇率は， 1 月の2.18％から上昇を続け ₉ 月にはピークの5.95％に
達し，通年では5.5％となった。失業率は5.9％と前年の6.5％から低下した。労働
市場は回復基調にあるが，コロナ禍以前の5.0％までは戻っていない。貧困人口
比率は ₉ 月時点で9.57％と前年の9.7％からわずかに改善したが，やはりコロナ禍
以前の9.22％までは回復していない。
　なお，新型コロナウイルスの感染状況は，前年ほど深刻化することはなかった。
オミクロン変異株による短期的な感染の波が ₃ 回発生し， 1 ～ 2 月のピーク時に
は 1 日あたりの感染者数が過去最多の約 ₆ 万1000人まで増加した。しかし，その
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後は，ワクチン接種率の高まりやブースターワクチンの運用開始，感染拡大を通
じた集団免疫の獲得により感染者数・死者数は抑えられた。政府は経済活動再開
に向けて移動制限措置の解除を徐々に行い，2021年 1 月に始まった社会活動制限
措置（PPKM）は最終的に2022年12月30日をもって完全に解除された。

財政規律の維持と補助金削減
　2022年度の財政赤字は464兆ルピアとなり GDP 比の2.38％にとどまった。財政
赤字を GDP 比 ₃ ％以内とする2003年国家財政法の規定が，コロナ対策である国
家経済復興プログラム（PEN）を支出するために，2020年より ₃ 年間撤廃されてい
た。その最終年度である2022年度の当初予算では財政赤字は4.85％とされていた
ため， ₃ ％上限内での財政運営を計画よりも早く達成したことになる。政府歳入
は2626兆ルピア（暫定値，以下の決算関連の数値も同じ）となり，前年度比30.6％
増で補正予算の目標額を16％上回って2008年度以来の最高水準に達した。それを
可能にしたのは予想を上回る租税収入であり，税収は前年度比31.4％増，とくに
法人税は経済回復を受けて71.7％増となった。国際商品価格上昇により鉱業部門
の税収が 2 倍近くに増大したことに加えて，前年に施行された租税規則調和法に
則って導入された付加価値税率の10％から11％への引き上げや租税特赦も税収の
増加を後押しした。また，歳出は3090兆ルピアとなり，前年度比10.9％増で補正
予算の99.5％を執行した。最終年度となる PEN の投入実績は前年度比40％減の
396兆7000億ルピア（執行率87％）となった。
　財政規律を維持するうえで課題となったのが補助金支出である。2022年度の補
助金総額は551兆ルピアとなりジョコウィ政権下で最大規模となった。とくに，
ウクライナ戦争勃発後の原油価格高騰により，内外価格差を補填する石油燃料補
助金が前年度比 ₃ 倍となるなど，当初予算を大幅に超過した。そこで，政府は ₉
月 ₃ 日， ₈ 年ぶりとなる石油燃料補助金の削減を実施し，ガソリンおよび軽油を
30％値上げした。その結果， ₈ 月に4.69％だったインフレ率は ₉ 月には5.95％へ
と大幅に上昇し，年内最高値かつ 7 年ぶりの水準となった。石油燃料価格の引き
上げは市民の大きな反発を買い，全国各地の学生組織や労働組合だけでなく，ガ
ソリン代が自己負担となるバイクタクシー配車アプリの運転手も大規模な抗議運
動を展開した。ジョコウィ政権の支持率も，この直後に10ポイント近く急落した。
政府は，物価上昇の緩和策として ₉ 月から ₄ カ月の間，低所得者層に対して月15
万ルピアの現金給付（総額12兆4000億ルピア）と16万人に対する月 ₆ 万ルピアの賃
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金補助を実施し，地方政府に対しても一般移転資金の 2 ％を公共交通機関などへ
の補助に配分するよう指示した。

景気維持に向けた中央銀行の政策
　他の新興国同様に，インドネシアは，アメリカの ₃ 月以降の利上げにより資本
流出と通貨安の圧力にさらされ，輸入物価上昇によるインフレが大きな懸念と
なった。そのためインドネシア銀行（中央銀行，以下中銀）は，経済の安定化とイ
ンフレ抑制を両立させる難しい政策的舵取りを迫られた。中銀は，周辺諸国より
も遅い 7 月まで政策金利（ 7 日物レポ金利）を3.5％のまま据え置いた。上述のよ
うに，燃料価格が多額の政府補助を受けて低く維持されていたため，上半期はイ
ンフレ率が比較的緩やかに推移した。 ₆ 月以降，消費者物価指数の上昇率がイン
フレターゲットの 2 ～ ₄ ％を上回ったが，コアインフレ率が目標の ₃ ％ ± 1 ％
内に収まっていたため金利が据え置かれた。ルピア安圧力に対しては，流通市場
での国債の売却や外国為替市場への介入で対応が続けられた。これにより， 7 月
時点でのルピアの対ドル減価率は周辺諸国より低率の4.90％にとどまった。これ
らの中銀の政策は，輸出の増加に伴い，外貨準備高が輸入額の ₆ カ月分以上と余
裕があったことにより可能となった。
　 7 月に国営石油会社プルタミナが補助金なし燃料を値上げしたのに加え，食糧
価格が高騰したことから，中銀は ₈ 月には政策金利を0.25ポイント引き上げた。
₉ 月には補助金付き燃料価格引き上げによるインフレ率の急上昇やコアインフレ
率の ₃ ％突破を受けて，中銀はさらに0.5ポイントの利上げを実施した。これは，
2023年上半期までにコアインフレ率を目標の ₃ ％ ± 1 ％内に引き戻す目的での
予防的かつ前向きの利上げと説明された。また， ₉ 月以降為替レートが「心理的
節目」とされる 1 万5000ルピアを突破してルピア安が続いたこともあり，中銀の
大幅利上げは11月まで継続された。年末にかけてコアインフレ率は3.3％台で安
定的に推移し，年内最後の12月22日の利上げは0.25ポイントにとどまった。

金融部門発展強化法案が可決
　投資促進を経済政策の柱として掲げる政府は，2020年の雇用創出法，2021年の
租税調和法につづき，2022年には国内投資環境を改善し国際競争力を高める目的
で金融部門の整備に着手した。国会は， ₉ 月20日に議員立法として「金融部門発
展強化法案」を上程し，12月15日に同法案を可決した。同法は，複数の法令を一



390

G20首脳会議の成功と堅調な経済回復

括して改正するオムニバス形式が取られ，審議期間が大幅に短縮された。その結
果，同法は27の章と341の条文からなる大部となり，17の金融関連諸法令が改正
され， 1 つが廃止された（表 1 ）。同法のスコープは大きく分けて 5 つあり，中銀

表 1 　金融部門発展強化法の構成と改正の対象となった法律

条項 変更された法律（UU は法律を意味する undang-undang の
略，UU 号 / 年を示す）

第1章 総則 1
第2章 原則，意図，目的，範囲 2-4
第3章 機構 5-12 UU 23/1999（中銀法）　UU 24/2004（預金保険機構法）　

UU 7/2011（貨幣法）　UU 21/2011（金融サービス監督庁
法）　UU 9/2016（金融システム危機予防・対策法）

第4章 銀行業 13-15 UU 7/1992（銀行法）　UU 21/2008（シャリーア銀行法）
第5章 資本市場，金融市場，外

国為替市場
16-50 UU 32/1997（商品先物取引法）　UU 8/1995（資本市場法）

UU 24/2002（国債法）
第6章 保険業 51-52 UU 40/2014（保険業法）
第7章 相互保険 53-78 UU 1/2016（保証法）　UU 40/2004（国民社会保障制度法）
第8章 保険契約保証プログラム 79-103
第9章 保証 104-105 UU 1/2016（保証法）　
第10章 資金決済業 106-129
第11章 地金等取引業事業活動 130-132
第12章 年金基金，老齢保険制度，

年金制度
133-200 UU 40/2004（国民社会保障制度法）

第13章 金融サービス部門におけ
る協同組合

201-202 UU 25/1992（協同組合法）

第14章 マイクロファイナンス機
関

203-204 UU 1/2013（マイクロファイナンス機関法）

第15章 金融コングロマリット 205-212
第16章 金融部門における技術革

新
213-221

第17章 持続可能な金融の実践 222-224
第18章 金融リテラシー，金融包

摂，消費者保護
225-248

第19章 中小零細企業の金融アク
セス

249-251

第20章 人的資源 252-273
第21章 金融システムの安定性 274-276 UU 9/2016（金融システム危機予防・対策法）
第22章 インドネシア輸出金融庁 277-278 UU 2/2009（インドネシア輸出金融庁法）
第23章 行政処分 279-286
第24章 刑事規定 287-306
第25章 その他の規定 307
第26章 経過規定 308-325
第27章 最終規定 326-341 UU 11/1992（年金基金法）1）　UU 37/2004（破産・債務返済

義務猶予法）
（注） 1） 本法の施行を受けて廃止。
（出所）金融部門発展強化に関する法律2023年第4号より筆者作成。



391

2022年のインドネシア

を核とする金融機構の改革および金融システムの安定性の強化，金融産業の発展，
金融リテラシー・金融包摂・消費者保護の促進，中小零細企業の金融アクセスの
改善，そして金融部門における法的執行能力の強化である。
　このうち最も広く議論を呼んだのが金融機構の独立性と金融システムの安定性
をめぐる改正点である。金融システム危機予防・対策法（法律2016年第 ₉ 号）の改
正により，中銀は，金融システムが危機の状態にあると判断された場合に，発行
市場から長期国債を購入することが認められた。これにより，コロナ禍が始まっ
た2020年に PEN の支出負担を政府と中銀で分担するために時限措置的に導入さ
れた財政フィナンスが制度化される形となった。これは危機時に限定されている
とはいえ，財政規律と中銀の健全性を乱す可能性があるとして国際通貨基金

（IMF）などが警鐘を鳴らしているものである。スリ・ムルヤニ財務大臣は，危機
認定の濫用が起きないよう，今後条件などを規定していく予定だとしている。
　その他の金融当局機関として，金融サービス監督庁（OJK）や預金保険機構

（LPS）の機能が，金融産業の発展を促す形で強化されている。OJK は理事の人数
がこれまでの ₉ 人から11人に拡大され，監督対象となる分野が拡張された。新し
く追加された分野としては，これまで商品先物取引監視委員会（BAPPEBTI）が監
督していた暗号資産や，協同組合・中小企業省の管轄であった金融サービスを事
業とする協同組合，そして同法が新しく規制する炭素取引がある。また，LPS に
ついては，保険業者が倒産または破産した場合に被保険者の保証を義務付ける

「保険契約保証プログラム」が導入された。しかし，これまで政府から独立した
機関として金融業界からの手数料で運営されていた OJK に国家予算が注入され
るようになったことから，OJK の独立性の維持や汚職の可能性が懸念されている。
　この他の改正点として，デジタル中央銀行通貨（CBDC）が，中銀が発行する公
式通貨として認定された。また，金融機関が地金事業に参入することが可能と
なった。さらに，庶民信用銀行（Bank Perkreditan Rakyat）が庶民経済銀行（Bank 

Perekonomian Rakyat）に名称変更され，それまでの中小零細企業向けの融資のみ
ならず，幅広い金融事業に参入できるようになった。
　同法の ₉ 月時点での草案では，政党に所属している人物が中銀の理事に就任で
きるようにする条項や，OJK の理事の任命権を国会が設立する選考委員会に委
ねる条項が含まれていた。しかしこれは，中銀や OJK の独立性を著しく阻害し，
中銀の権限を政府が掌握していたスハルト時代の体制に逆戻りするとして批判さ
れ，社会的反発を生んだことから撤回された。最終的には，「任命時に政党に所
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属していないこと」という条件がつけられて，現役の政党員もしくは政党役員が
中銀や OJK，LPS の理事になることは禁止された。

資源輸出の増大と国内供給に向けた輸出禁止措置
　石炭とパーム油の国際価格高騰は，両産品のインドネシアからの輸出を増大さ
せた一方で，国内の供給体制に混乱をもたらした。そのため，政府は，一時的な
輸出禁止という苦肉の策をとらざるをえなくなった。石炭をめぐっては，国内の
石炭火力発電所での石炭供給量が不足し，電力不足の懸念が生じた。採掘量の
25％を国内市場に販売することを義務付ける国内市場優先義務（DMO）を輸出企
業が遵守していなかったためとされる。DMO では国内販売価格が70米ドル／ト
ンに設定されていたが，国際市場では2021年12月の石炭指標価格が約160米ドル
／トンと倍以上の額で推移していたため，企業が DMO を履行せず，石炭を輸出
したのである。企業の DMO 遵守を徹底させ，発電所における石炭備蓄を回復さ
せる必要があるとして，政府は 1 月 1 日から 1 カ月間の石炭輸出禁止を実施した。
この突然の措置には日本をはじめ輸出先各国が反発したため，政府はその11日後，
DMO を履行した企業からという条件付きで輸出再開を認めた。
　一方，パーム油をめぐっては，加工品である食用油の市場価格が2021年後半か
ら値上りしていた。食用油は庶民にとって重要な生活必需品であることから，早
急に価格を安定させることが求められていた。政府は， 1 月から食用油の上限価
格を設定し，パーム油の DMO 制定をあわせて実施した。しかし，これらの政策
は事業者の売り惜しみによる市場での品不足を招いた。そこで政府は， ₃ 月に小
売価格の上限とパーム油の DMO を撤廃し，パーム油輸出関税の引き上げという
形で市場メカニズムに委ねる手段に政策を転換した。だが，断食月明け大祭が近
づいて需要が増大したことで食用油の価格はさらに高騰し，価格を安定させるこ
とはできなかった。最終的に政府は， ₄ 月28日からパーム原油（CPO）と加工品で
あるパーム精製油・オレインと使用済み食用油の輸出禁止を実施し，それを 5 月
22日まで ₃ 週間続けた。この措置はパーム油国際価格の指標となるマレーシア先
物を過去最高値（7104.00リンギット／トン）に高騰させ，大豆油など代替植物油
の国際価格にも上昇圧力をかけた。これらの政策は主要輸出先国であるインドを
はじめ各国に打撃を与え，マレーシアへの CPO 調達先の切り替えやパーム油自
給政策を後押しした。ところが，禁輸解除後は，国際的な商品価格の下落も相
まって，一転して国内の備蓄超過とアブラヤシ果房（FFB）の価格低迷が課題と
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なった。輸出促進と FFB 価格の引き上げを目的として，パーム原油および加工
品の輸出税の撤廃が 7 月から 2 度の延長を経て年末まで続けられた。

鉱物資源の輸出禁止措置をめぐる WTO 敗訴
　インドネシア政府は，2009年鉱物・石炭鉱業法（2020年に改正）にもとづき2020
年初めより未加工ニッケルの輸出禁止措置と国内での加工・精錬義務を導入して
いる。これに対し，未加工ニッケルを輸入してきたステンレス鋼製造業を擁する
欧州連合（EU）が，2019年11月に WTO 紛争解決機関（DSB）に対して提訴を行なっ
ていた。この訴訟をめぐり，10月17日に DSB 小委員会の最終報告書でインドネ
シアの WTO 規定違反が認定された。この報告書によると，インドネシアの輸出
禁止措置は，関税などの手段を取らないあらゆる貿易制限措置を禁ずる GATT

条項 XI 条 1 項に違反している。加えて，GATT 条項 XI 条 2 a 項で認められてい
る危機的状況下での一時的な禁輸や，GATT 条項 XX 条 d 項で認められている環
境保護などの国内規制に則った政策のような例外事項にも当てはまらないとされ
た。政府は，ニッケルの埋蔵量に限りがある点や，持続可能なニッケル資源ガバ
ナンスの必要性から来る輸出禁止であることを強調していたが，これらの主張は
却下された。これに対して政府は，パネル判定の認識に齟齬があるとして DSB

の上級委員会に12月 ₈ 日に上訴を行った。現在，上級委員会は委員の空席により
機能不全に陥っており，この上訴はそうした事情を考慮した上での戦略的な行動
だといえる。ジョコウィ大統領は，最終的な裁定まで十分な時間があるとみてお
り，12月14日に開催された EU-ASEAN サミットでも「川下産業の整備を継続す
る」と一貫した姿勢を示している。
　12月21日には，予定通り2023年 ₆ 月からボーキサイトの輸出を禁止することが
政府から発表された。ボーキサイトは2014年に一度禁輸がなされたが，2017年以
降条件付きで禁輸措置が緩和され，主に中国向けに付加価値の低い洗浄工程済鉱
石が輸出されてきた。しかし，この決定により，改正鉱物・石炭鉱業法（法律
2020年第 ₃ 号）の規定どおり， ₃ 年間の猶予の後に未加工鉱石の輸出が禁止され
ることになる。ただし，現在のボーキサイト生産量を吸収できる国内の体制がい
まだ整備されていないことや，ニッケルとは異なりインドネシアがボーキサイト
の国際的な市場支配力を持たないことなどが懸念されている。そのような状況に
もかかわらず，政府は，ボーキサイトの他にも錫や銅精鉱，金の輸出禁止措置を
導入するための検討を進めている。 （水野）
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対 外 関 係

ウクライナ侵攻をめぐる対立のなか，G20議長国として奔走
　インドネシアは，G20首脳会議が始まった2008年当初からメンバー国である。
2022年に初めて議長国を担当するインドネシア政府は，これまでの「東南アジア
を代表する」という立場に加えて，「新興国・途上国全体を代表する」という意
識で会議を主導する心積もりであった。さらには，各種会合を通じて同国経済に
対する対外的イメージを向上させ，貿易・投資の呼び込みにつなげたい考えだっ
た。外交が得意ではないジョコウィ大統領自身も，G20サミットの開催を政権の
レガシー（遺産）にすることを目論んでいた。
　しかし，そうした政府の意気込みに冷や水を浴びせたのが 2 月に発生したロシ
アによるウクライナへの軍事侵攻であった。アメリカ，欧州各国，日本など西側
先進諸国はロシアを強く非難して G20からの排除を試みようとした。一方，ロシ
アや中国はそうした動きを批判し，米欧諸国をけん制した。G20の場に大国間対
立が直接持ち込まれてしまったのである。首脳会議に先立って行われた各種の大
臣会合では，ロシアの閣僚が発言しようとすると西側の代表が退席する事態が頻
発した。また，ロシア非難の文言を盛り込むかどうかで合意できず，共同声明を
一度も出すことができなかった。コロナ禍後の世界経済の立て直しに道筋をつけ
たいというインドネシア政府の思惑は大きな困難に直面した。
　ここでインドネシアは独自の外交力を発揮した。政府は，西側諸国によるロシ
ア排除の要求を一貫して拒否した。軍事侵攻に対しては交渉による平和的解決を
呼び掛けつつ，G20は経済協力を話し合う場であって対立を持ち込むべきではな
いとの立場を貫いた。そのうえで外交当局は，ロシアが出席すれば会議をボイ
コットすると表明する西側諸国を含め，各国首脳のサミット参加を取りつけるべ
く奔走した。 ₆ 月，ジョコウィ大統領はドイツで開かれた G 7 サミットに参加し
た後，自らウクライナの首都キーウを訪問してゼレンスキー大統領と会談した。
さらに，その足でモスクワに飛んでロシアのプーチン大統領とも会談し，両首脳
に G20サミットへの出席を求めた。両国の首脳を直接訪問したのは，アジアの首
脳としてはジョコウィが初めてであった。
　ジョコウィ大統領が紛争当事国の両首脳と会談できたのは，インドネシアが西
側にもロシア側にも与しない中立の立場を取り続けていたからである。 2 月25日
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に政府はウクライナにおける軍事侵攻を非難する声明を発表したが，ロシアを名
指しすることはせず，外交を通じた平和的解決を促す内容にとどめた。国連総会
で2022年内に採択された 5 つの決議においても，ロシア軍の即時撤退に関する決
議（ ₃ 月 2 日），人道状況の改善を求める決議（ ₃ 月24日），ウクライナ ₄ 州の一方
的併合を無効とする決議（10月12日）については賛成した一方，国連人権理事会で
のロシアの理事国資格停止（ ₄ 月 7 日）と侵攻に伴うロシアへの損害賠償請求（11
月14日）に関する決議に対しては棄権するなど，ロシアとの対決を鮮明にした西
側先進諸国とは一線を引く立場を貫いた。
　11月にバリ島で開催された G20首脳会議は，インドネシアの外交努力が結実し
たものとなった。プーチン大統領は出席を見送り，ラブロフ外相が代理出席した
が，ロシア側の出席を理由にボイコットした国はなかった。ゼレンスキー大統領
はオンラインで参加して，ビデオ演説を行った。また，外交当局によるぎりぎり
の交渉により，実現は難しいと思われていた首脳宣言の採択にもこぎ着けた。
　首脳宣言は冒頭部分で，「G20は安全保障問題を取り上げる場ではないが，世
界経済に深刻な影響を及ぼしていることに鑑みて軍事侵攻について触れる」とし
たうえで，「ほとんどの国がウクライナの戦争を非難」し，「核兵器の使用や威嚇
は許されない」と明記した。一方で，「情勢に関して他の見解や異なる評価もあ
る」と併記することでバランスをとり，首脳宣言に対するロシアの同意を取り付
けた。
　そのうえで，本来の議題であった保健分野の国際協力，食料・エネルギー安全
保障，気候変動対策，デジタル経済の促進といった経済協力に関する項目を宣言
に盛り込んだ。ロシアのウクライナ侵攻後に開かれた主要な国際会議では，対立
によって共同宣言の採択が見送られ続けており，首脳宣言の採択を成し遂げたイ
ンドネシア政府の努力に各国は賞賛を送った。
　こうしたインドネシアの外交力は一朝一夕に作られたものではない。独立直後
からインドネシアは，特定の国との同盟関係に依存することなく大国からの干渉
を排除して外交の自主性を維持すると同時に，積極的な外交の展開を目指すとい
う原則の下，中立外交を続けてきた。G20サミット終了後，レトノ外相は，「イ
ンドネシアは常に架け橋となってきた。その結果として各国から信頼を得ている。
これは議長国として大きな利点であった」と振り返った。
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電力部門の脱石炭化に向けた国際融資を獲得
　2021年の国連気候変動枠組条約第26回締約国会議（COP26）において，石炭火力
発電を段階的に廃止する共同声明に署名したインドネシアは，翌年には要となる
国際融資の獲得に成功した。石炭火力発電がエネルギー生産に占める割合は2021
年の段階で約65％である一方，再生可能エネルギーはわずか約13％である。政府
試算によると，エネルギー移行を完了するためには約 1 兆2000億ドルの投資が必
要である。そのため政府は，石炭火力発電からの脱却と再生可能エネルギーの普
及に向けて，各国による投資が不可欠であることを度々訴えかけてきた。
　国際資金の獲得への道筋をつけるべく， ₉ 月に政府は，電力供給のための再生
可能エネルギー開発加速に関する大統領令2022年第112号を公布した。この大統
領令では，国営電力会社 PLN の電力供給事業計画（RUPTL）において計画されて
いるものなど一部の例外を除いて，石炭火力発電所の新規建設を禁止することが
定められた。その他にも，石炭火力発電所の廃止を加速するための関連省庁によ
るロードマップの策定や，再生可能エネルギー発電所からの電力調達プロセスの
簡素化に向けた新規制が定められた。
　11月15日には，G20首脳会議にあわせて，脱石炭化に必要な資金を調達するた
めのファイナンススキームである「公正なエネルギー移行パートナーシップ」

（JETP）が，日米が主導する複数カ国とインドネシアとの間で合意された。JETP

は，「気候変動対策に向けた過去最大の金融取引かつパートナーシップ」（米財務
省高官）ともいわれる内容となっており，各国政府と民間金融機関がそれぞれ100
億ドルずつ貢献する形で200億ドルが ₃ ～ 5 年かけて拠出される。公的資金は
G 7 諸国や EU をはじめとする11カ国・機関が融資し，民間資金はネットゼロに
向けたグラスゴー金融同盟（GFANZ）に加盟する金融機関が融資する。JETP は，
温室効果ガス削減のために国が決定する貢献（NDC）目標における電力部門の
ネットゼロ目標を2060年から2050年に前倒しすることや，排出量のピークをそれ
までの目標である2037年から2030年に前倒しすること，2030年までに全発電量の
最低34％を再生可能エネルギーが占めるようエネルギー移行を加速化することな
どを定めている。
　国際機関が融資するエネルギー移行メカニズム（ETM）においても前進がみら
れた。JETP と時を同じくして，アジア開発銀行（ADB）やイスラーム開発銀行，
世界銀行などが支援する形で，ETM 枠組みを通して 5 億ドルが拠出されること
が G20の場で発表された。また，11月14日には，ADB が主導する形で，西ジャ
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ワ州にある660MW のチレボン第 1 火力発電所を早期運転停止させる計画が発表
された。これは，ETM 枠組みによる石炭火力発電所の廃止に向けた国内初のプ
ロジェクトとなる。JETP では，ADB や世界銀行グループの気候投資基金による
ETM を支援することも示されており，多様な国際融資枠組みの連携によってイ
ンドネシアの脱石炭化を実現することが期待されている。 （川村・水野）

2023年の課題
　2023年は，2024年 2 月14日に投票日を迎える総選挙・大統領選挙に向けて政党
間の駆け引きがますます激しくなる。10月19日から11月25日にかけての大統領選
の立候補届け出期間が山場となるだろう。それに続いて，11月28日からは選挙戦
が始まる。過去 2 回の大統領選では宗教的な対立を煽るような選挙戦が展開され，
社会の分断が深まった。今回もそういった分断が深まることにつながるのか，そ
れとも冷静な論争が展開されるのかが注目である。一方，ジョコウィ ₃ 選・選挙
延期を求める動きも根強く残っており，選挙自体が本当に実施されるのかも注視
する必要がある。
　中銀は2023年の GDP 成長見通しを4.5～5.3％としている。国際商品価格の安定
化により前年のような輸出拡大は見込めないと予想される。そのため，インフレ
圧力や海外での金融引き締めを注視しつつ，堅調な民間消費を維持することが成
長への鍵となる。また，選挙を前にした2023年には投資リスクが高まるとの見方
も存在する。そのため政府は，投資促進政策の安定性と一貫性を示すことで，そ
うした懸念を払拭し，投資呼び込みを一層推進することが求められる。
　2022年に議長国として G20を成功に導いたインドネシアは，2023年に東南アジ
ア諸国連合（ASEAN）の議長国に就任する。ウクライナ侵攻をめぐる対立からは
解放されるが，ミャンマーの軍事政権への対処方針をめぐる加盟国間の対立に今
度は悩まされることになる。インドネシア政府は，2021年 2 月のクーデタ直後か
ら ASEAN による問題解決の取組みを主導してきたが，その後事態はまったく進
展していない。その他にも，中国と ASEAN 加盟国の一部の間で領有権を争う南
シナ海での紛争防止に向けた「行動規範」（COC）の策定交渉も進展がないまま
である。「ASEAN の盟主」を自認するインドネシアの外交力が再び試される。

（川村：地域研究センター）
（水野：地域研究センター）
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1 月 1 日 ▼政府， 1 月末までの石炭の輸出禁
止措置を開始。

4 日 ▼ジャカルタ汚職裁，軍人・警察官社
会保険（Asabri）をめぐる巨額汚職事件で ₄ 人
の同保険金管理会社元幹部に禁錮15～20年の
実刑判決。

7 日 ▼国営企業省，食品系国営企業 5 社を
統合し，持株会社ラジャワリ・ヌサンタラ・
インドネシア社を設立。後に ID FOOD へと
社名を変更。

12日 ▼新型コロナウイルスワクチンの ₃ 回
目接種開始。

19日 ▼食用油の価格高騰を受けて価格上限
政策が始動。

▼政府，新型コロナ・オミクロン株による
感染者の急増をうけ，ジャワ・バリ地域の公
共の場での活動を制限する措置を導入。

21日 ▼首都移転の法的基盤となる首都法案
が国会で可決成立。新首都の名称は「ヌサン
タラ」に。

25日 ▼大統領，シンガポールのリー・シェ
ンロン首相と会談。犯罪人引渡条約と防衛協
力協定に調印。

27日 ▼政府，パーム油輸出に対する国内市
場供給義務（DMO）の適用を開始。
2 月10日 ▼フランスのバルリ国防相が来訪。
仏製戦闘機の売却を決定。一方，米国務省は
米製戦闘機のインドネシアへの売却を発表。

16日 ▼ 1 日あたりの新型コロナ感染者数が
₆ 万4000人を超え，過去最高を記録。

17日 ▼ジャカルタ汚職裁，アジス・シャム
スディン元国会副議長に禁錮 ₃ 年半の判決。

18日 ▼オランダのルッテ首相，1945～1949
年の独立戦争時の蘭軍による民間人に対する
組織的暴力の事実を認め，謝罪。

25日 ▼政府，ウクライナにおける軍事侵攻

を非難する声明を発表。
3 月 2 日 ▼インドネシア，国連総会緊急特別
会合におけるロシア軍の即時撤退に関する決
議案に賛成。

9 日 ▼ 最高裁，エディ・プラボウォ元海
洋・漁業相が関与した汚職事件裁判で，禁錮
₉ 年の 2 審の判決を禁錮 5 年に減刑する判決。

10日 ▼大統領，ヌサンタラ首都庁の正副長
官を任命。

▼警察対テロ部隊，テロ組織ジャマア・イ
スラミヤ指導者を中ジャワ州スコハルジョで
銃撃戦の末に射殺。

12日 ▼孫正義ソフトバンクグループ会長兼
社長が首都移転計画への出資を取りやめたこ
とが明らかに。

14日 ▼首都移転計画地で起工式が開催。
16日 ▼食用油の価格上限が撤廃され，バル

ク食用油のみ補助金の助成が行われることに。

▼大統領，西ジャワ州チカランに建設され
た韓国現代自動車による国内初の電気自動車

（EV）組立工場の竣工式に参加。
17日 ▼パーム油の DMO が撤廃される。
18日 ▼政府，パーム原油および関連製品の

輸出税を引き上げ。
21日 ▼ジャカルタ州警察，人権活動家をル

フット・パンジャイタン海事・投資調整相に
対する名誉毀損の容疑者に指定。

26日 ▼バリで開催されていた第 ₄ 回水俣条
約締結国会議が閉幕。水銀の違法貿易に関す
るバリ宣言を採択。

31日 ▼外相，中国で開催されたアフガニス
タン隣国フォーラムに参加。現地でロシアの
ラブロフ外相と会談，戦闘の即時停止を要請。
4 月 1 日 ▼マレーシアのイスマイル・サブリ
首相，来訪。移民労働者保護での協力で合意。

▼政府，付加価値税率を10％から11％に引

重要日誌 インドネシア　2022年
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上げ。
7 日 ▼インドネシア，国連人権理事会での

ロシアの理事国資格停止の決議を棄権。
11日 ▼ 2024年総選挙の延期・大統領任期延

長の動きに反対する学生らの大規模デモが各
地で開催される。

▼配車・電子商取引最大手 GoTo グループ
がインドネシア証券取引所に上場。

12日 ▼新しい総選挙委員会委員 7 人と総選
挙監視庁委員 5 人が就任。

▼国会で性暴力犯罪法案が可決成立。
19日 ▼検察庁，パーム油輸出許可をめぐる

収賄と DMO 違反で商業省高官と ₃ 人の輸出
会社役員を容疑者に指定。

20日 ▼政府，防衛産業関連の国営企業 5 社
を統合し，持株会社 Defend ID を設立。

28日 ▼政府，パーム原油および関連製品の
輸出禁止措置を開始（ 5 月22日まで）。

29日 ▼岸田文雄首相が来訪，大統領と会談。
5 月12日 ▼大統領，米 ASEAN 特別首脳会議
に参加するため，訪米。

13日 ▼内務相，2024年11月の統一地方首長
選前に任期の切れる 5 州知事の代行を任命。
2024年にかけて合計271自治体で首長代行が
任命される予定。

14日 ▼大統領，テスラ社の EV 工場誘致の
ため同社最高責任者イーロン・マスクと面会。

22日 ▼内務相，マルク州西部スラム県知事
代行に陸軍の現役将校を任命。法律違反との
批判があがる。

24日 ▼国会で法律制定法改正案が可決成立。
オムニバス法の制定が可能に。

26日 ▼大統領の妹とアンワル・ウスマン憲
法裁長官が結婚。三権分立を脅かすとの批判。

27日 ▼アフマド・シャフィイ・マアリフ元
ムハマディヤ議長，死去。

31日 ▼パーム油の DMO が再導入されると

ともに，食用油の補助金支給が停止。
6 月 4 日 ▼ゴルカル党，国民信託党，開発統
一党が2024年大統領選に向けた協力関係，

「統一インドネシア連合」を結成。
6 日 ▼オーストラリアのアルバニーズ新首

相，来訪。大統領と会談。
7 日 ▼警察，イスラーム団体キラファトゥ

ル・ムスリミンが建国 5 原則に反する思想を
流布しているとして代表のアブドゥル・カ
ディル・バラジャを逮捕。

15日 ▼大統領，内閣改造を実施。
19日 ▼ジャカルタ地裁，ガルーダ・インド

ネシア航空の債務再編計画を承認。
26日 ▼大統領，G 7 出席のため訪独。
29日 ▼大統領，ウクライナを訪問しゼレン

スキー大統領と会談。アジアの首脳の訪問と
してはウクライナ侵攻後では初。翌30日には
ロシアを訪問してプーチン大統領と会談。

30日 ▼国会，パプア州を分割し ₃ つの州を
新設する法案を可決。
7 月 8 日 ▼警察高官宅で部下の警察官が銃殺
される事件が発生。事件隠蔽の疑い。

15日 ▼政府，パーム原油および関連製品の輸
出税を ₈ 月末までの予定で撤廃。同政策はそ
の後10月末まで延長され，その後も政府の定め
た基準価格を上回るまで適用が続けられる。

16日 ▼パプア州ンドゥガ県ノゴライト村で
武装犯罪集団（KKB）による襲撃事件発生。
村民11人が死亡。

19日 ▼ティモール・レステのラモス・ホル
タ新大統領，来訪。

20日 ▼金融サービス監督庁の新理事 ₉ 人が
就任。

24日 ▼アメリカ軍のミリー統合参謀本部議
長が来訪，国軍司令官と会談。米軍制服組
トップの来訪は14年ぶり。

25日 ▼大統領，東アジア ₃ カ国歴訪へ出発
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（～28日）。26日に中国の習近平国家主席，27
日に日本の岸田首相，28日に韓国の尹錫悦大
統領と会談。

26日 ▼警察対テロ部隊，アチェ，北スマト
ラ，リアウで17人のテロ容疑者を逮捕。

28日 ▼外務省，カンボジアで62人のインド
ネシア人が拘束されていることを公表。人身
売買の疑い。
8 月 3 日 ▼国軍，アメリカ軍との共同軍事演
習を実施。本年は陸海空軍を含めた多国間演
習スーパー・ガルーダ・シールドに拡大され，
史上最大規模に。日本の陸上自衛隊も初参加。

12日 ▼グリンドラ党，プラボウォ・スビア
ント党首の大統領選擁立を決定。

13日 ▼グリンドラ党と民族覚醒党が2024年
大統領選での連合を発表。

16日 ▼大統領，国民協議会で独立記念日演
説。国会に2023年度国家予算案を上程。

17日 ▼ ₃ 年ぶりに招待客が参加した独立記
念日式典が大統領官邸で開催される。新首都
建設予定地でも300人が出席して式典を開催。

20日 ▼国内初のサル痘感染者が見つかる。
22日 ▼インドネシア銀行（中銀），政策レー

トを0.25ポイント引き上げ3.75％へ。
26日 ▼大統領，過去の重大人権侵害の司法

外解決チームの設置を決定。
30日 ▼ 国会，地域的な包括的経済連携

（RCEP）協定と韓国との包括的経済連携協定
（CEPA）を批准。

9 月 3 日 ▼政府，補助金付きガソリン・軽油
価格を30％引き上げ。同時に現金支給などの
影響緩和策を実施。各地で引き上げに反対す
る学生や労組，配車運転手によるデモが発生。

5 日 ▼開発統一党最高評議会，スハルソ・
モノアルファ党首を更迭。

▼フィリピンのマルコス新大統領，来訪。
6 日 ▼法務・人権省，巨大汚職事件を含む

汚職犯23人に対する条件付き釈放を実施。
7 日 ▼ 7 月 1 日に死去のチャフヨ・クモロ

国家機構強化・官僚改革相の後任に闘争民主
党のアブドゥラー・アズワル・アナスが就任。

8 日 ▼中国海警局の艦艇が北ナトゥナ海域
の排他的経済水域に侵入。

13日 ▼ 電力供給のための再生可能エネル
ギー開発の加速化に向けた大統領令が公布。

▼ジャカルタ総合指数（JCI）が過去最高値
を更新（7318.01）。

14日 ▼ ₈ 月末頃から，中央官庁に対する
ハッキングにより携帯電話 SIM カード情報，
有権者登録情報，閣僚の個人情報などが大量
に漏洩したことをうけ，政府は対策班を設置。

▼汚職撲滅委員会，パプア州知事ルカス・
エネンベを収賄などの容疑者に指定。

20日 ▼国会，個人情報保護法案を可決。
22日 ▼ 中銀，政策レートを0.5ポイント引

き上げ4.25％へ。
23日 ▼汚職撲滅委員会，スドラジャッド・

ディムヤティ最高裁判事を収賄容疑で逮捕。
29日 ▼国会，2023年度国家予算案を可決。

▼国会，アスワント憲法裁判事を解任し，
後任に憲法裁事務総長グントゥール・ハムザ
を任命することを決定。

30日 ▼薬品・食品監督庁，国内製薬会社の
新型コロナワクチン 2 種を緊急承認。
10月 1 日 ▼東ジャワ州マラン県のサッカース
タジアムで暴動が発生し，135人が死亡。

3 日 ▼ナスデム党，ジャカルタ州知事のア
ニス・バスウェダンの大統領候補擁立を決定。

12日 ▼インドネシア，ロシアによるウクラ
イナ ₄ 地域の併合を無効とする国連総会の決
議に賛成。

14日 ▼ 大統領，全国の警察幹部約600人を
前に綱紀粛正を指示。しかし同じ日，麻薬密
売容疑で東ジャワ州警察本部長が逮捕。
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20日 ▼ 中銀，政策レートを0.5ポイント引
き上げ4.75％へ。

▼薬品・食品監督庁，小児の急性腎障害が
多発していることをうけ，原因とみられる ₃
社の薬品 5 種の販売を停止する措置。

31日 ▼憲法裁，現役閣僚が大統領選に立候
補できないとする総選挙法条文を違憲と判断。
11月10日 ▼ 大統領，プノンペンでの ASEAN

首脳会合に出席（～13日）。
11日 ▼南パプア，中パプア，山岳パプアが

パプア州から分離して新設。
15日 ▼ 主要20カ国・地域（G20）バリ・サ

ミットが開幕。16日にバリ首脳宣言を採択。

▼公正なエネルギー移行パートナーシップ
（JETP）が，日米など複数カ国とインドネシ
アとの間で合意される。

16日 ▼ ジャカルタ = バンドン高速鉄道の
試験運転実施。大統領と中国の習近平国家主
席がオンラインで視察。

17日 ▼ 中銀，政策レートを0.5ポイント引
き上げ5.25％へ。

▼労働力省，2023年の最低賃金を最大10％
引き上げるとともに，今回に限り最低賃金算
出方法を改訂。

▼国会，西パプア州を分割する法案を可決。
21日 ▼西ジャワ州チアンジュール県でマグ

ニチュード5.6の地震が発生，死者334人。
30日 ▼ ニッケル鉱石の輸出禁止をめぐる

WTO 訴訟で敗訴。12月 ₈ 日に政府は上級委
員会に上訴。

▼憲法裁，総選挙法に関する違憲審査で，
前科者が議会選に立候補できるのは刑期終了
5 年後とする判決。
12月 6 日 ▼国会で刑法典法案が可決成立。

▼国会，シンガポールとの防衛協力協定を
批准。

7 日 ▼バンドン市警察署で自爆テロ事件発

生。犯人と警察官 1 人が死亡。一方，2002年
バリ島爆弾テロ事件の実行犯の 1 人ウマー
ル・パテックが釈放される。

8 日 ▼南スラウェシ人権裁，2014年の中パ
プア州パニアイにおける重大人権侵害事件の
裁判で，被告の国軍兵士を無罪とする判決。

9 日 ▼南西パプア州が西パプア州から分離
して新設。

14日 ▼総選挙委員会，2024年総選挙に参加
する17政党を発表。

15日 ▼国会，金融部門発展強化法案を可決。
19日 ▼大統領，新国軍司令官にユド・マル

ゴノ海軍大将を任命。
20日 ▼憲法裁，選挙区の議席配分を定めた

総選挙法の規定を違憲とする判断。
▼オランダのルッテ首相，東インド会社を

含む過去の奴隷制を公式に謝罪。

▼スブロト元鉱業・エネルギー相，死去。
21日 ▼大統領，2023年 ₆ 月よりボーキサイ

ト鉱石の輸出を禁止する方針を発表。
22日 ▼中銀，政策レートを0.25ポイント引

き上げ5.50％へ。

▼ベトナムのグエン・スアン・フック国家
主席，来訪。南シナ海での排他的経済水域の
境界線確定に合意。

▼ミャンマー軍事政権代表が参加したタイ
政府主催の関係国会議に政府は代表を送らず。
外務省は国連安保理事会のミャンマー非難決
議採択を歓迎すると表明。

28日 ▼ 大統領，新海軍参謀長にムハマッ
ド・アリを任命。

30日 ▼大統領，雇用創出法の法律代行政令
を制定。

▼総選挙委員会，信徒党の2024年総選挙参
加を追加承認。

▼政府，新型コロナの感染拡大防止に関す
る移動制限措置を全面的に解除。
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　 1 　国家機構図（2022年12月末現在）

（注）　 1 ）国家行政院（LAN），国家公文書館（ANRI），国家人事院（BKN），国立図書館，中央統計庁
（BPS），国家標準化庁（BSN），原子力監視庁（Bapeten），国家情報庁（BIN），国家コード院，国家家族
計画調整庁（BKKBN），国土地理院，財政開発監督庁（BPKP），食品・薬品監視庁（BPOM），国家情
報院（LIN），国家防衛研修所（Lemhannas），文化観光振興庁（Budpar），国家研究革新庁（BRIN）などを
含む。

      2 ）2019年の第 2 期ジョコ・ウィドド政権の発足に伴い，省庁の再編が行われた。文化・初中等
教育省が教育・文化省に，研究・技術・高等教育省が研究・技術省に，観光省が観光・創造経済省
に再編された。また，所管する調整大臣府が変更された省庁もある。2021年にも省庁の再編が行わ
れた。投資省が新設され，教育・文化省と研究・技術省が統合し教育・文化・研究・技術省が設立
された。
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　 2 　「先進インドネシア内閣」（Kabinet Indonesia Maju）閣僚名簿（2022年12月末現在）
�（2019年10月23日発表・発足 /2020年12月23日，2021年 ₄ 月28日，2022年 ₆ 月15日，2022年 ₉ 月 7 日一部改造）

役職 氏名 性別 生年 出身組織 1 ） 主な経歴
大統領 Joko Widodo 男 1961 民間（実業家）

PDIP
ジャカルタ首都特別州知事，ソロ市長，家具製造販売

副大統領 K.H. Ma'ruf Amin 男 1943 学者 インドネシア・ウラマー評議会（MUI）議長，ナフダトゥ
ル・ウラマー（NU）総裁，大統領諮問会議委員，国会議員

国家官房長官 Pratikno 男 1962 学者 ガジャマダ大学学長
国家開発企画大臣（国家開
発企画庁長官）

Suharso Monoarfa 男 1954 PPP 開発統一党党首代行，大統領諮問会議委員，国民住宅
相，国会議員

政治・法務・治安担当調整大臣 Mohammad Mahfud Md. 男 1957 学者（PKB）憲法裁長官，国防相，インドネシア・イスラーム大学教授
内務大臣 Tito Karnavian 男 1964 警察 国家警察長官，国家テロ撲滅庁長官，ジャカルタ州警

察本部長，対テロ部隊（Densus 88）隊長
外務大臣 Retno Lestari Priansari Marsudi 女 1962 官僚 駐オランダ大使，欧米総局長，駐ノルウェー・アイス

ランド大使
国防大臣 Prabowo Subianto 男 1951 Gerindra（陸軍）グリンドラ党党首，インドネシア農民親和協会（HKTI）

会長，陸軍戦略予備軍司令官，陸軍特殊部隊司令官
法務・人権大臣 Yasonna H. Laoly 男 1953 PDIP 国会議員，北スマトラ州議会議員
通信・情報大臣 Johnny Gerard Plate 男 1956 NasDem ナスデム党幹事長，国会議員
国家機構強化・官僚改革大臣 Abdullah Azwar Anas5） 男 1973 PDIP バニュワンギ県知事，国会議員，民族覚醒党副幹事長
経済担当調整大臣 Airlangga Hartarto 男 1962 Golkar 工業相，ゴルカル党党首，国会議員，PT Graha Curah Niaga 社主
財務大臣 Sri Mulyani Indrawati 女 1962 学者 世界銀行専務理事・最高執行責任者，蔵相，国家開発

企画庁長官，IMF 東アジア代表理事
国営企業大臣 Erick Thohir 男 1970 民間（実業家）ジョコウィ= マアルフ選対本部長，アジア競技大会実

行委員長，ANTV 社長，Utama Mahaka Group 創業者
工業大臣 Agus Gumiwang Kartasasmita 男 1969 Golkar 社会相，ゴルカル党副党首，国会議員，国民協議会議員
商業大臣 Zulkifli Hasan4） 男 1962 PAN 国民信託党党首，国民協議会議長，林業相，国会議員
農業大臣 Syahrul Yasin Limpo 男 1955 NasDem 南スラウェシ州知事，ゴワ県知事，ゴワ県助役
協同組合・中小企業大臣 Teten Masduki 男 1963 民間 大統領首席補佐官，インドネシア汚職ウォッチ代表
観光・創造経済大臣 Sandiaga Salahuddin Uno 男 1969 Gerindra（実業家）ジャカルタ州副知事，青年商工会議所会頭，PT Saratoga Investama Sedaya 社長
労働力大臣 Ida Fauziyah 女 1969 PKB 国会議員
海事・投資担当調整大臣 Luhut Binsar Pandjaitan 男 1947 陸軍（Golkar）政治・法務・治安担当調整相，大統領首席補佐官，商工相
エネルギー・鉱物資源大臣 Arifin Tasrif 男 1953 民間 駐日大使，PT Pupuk Indonesia 社長，PT Petrokimia 

Gresik 社長
公共事業・国民住宅大臣 Mochamad Basuki Hadimuljono 男 1954 官僚 公共事業省空間計画総局長，同省査察総監，同省研究開発庁長官
農地・空間計画大臣（国家土地庁長官）Hadi Tjahjanto4） 男 1963 空軍 国軍司令官，空軍参謀長
環境・林業大臣 Siti Nurbaya 女 1956 NasDem ナスデム党副党首，地方代表会議事務局長，内務省次官
運輸大臣 Budi Karya Sumadi 男 1956 民間 空港運営会社 PT Angkasa Pura II 社長
海洋・漁業大臣 Sakti Wahyu Trenggono 男 1962 民間（実業家）国防副大臣，ジョコウィ= マアルフ選対本部財務部長
村落・後進地域開発・移住大臣 A. Halim Iskandar 男 1962 PKB 民族覚醒党東ジャワ州支部長，東ジャワ州議会議員
投資大臣2）（投資調整庁長官） Bahlil Lahadalia3） 男 1976 民間（実業家）青年商工会議所（HIPMI）会頭，PT Rifa Capital Holding Company 社長
人間開発・文化担当調整大臣 Muhadjir Effendy 男 1956 学者 文化・初中等教育相，マラン・ムハマディア大学学長
保健大臣 Budi Gunadi Sadikin 男 1964 民間 国営企業副大臣，インドネシア・アサハン・アルミニウム社長
教育・文化・研究・技術大臣2）Nadiem Anwar Makarim3） 男 1984 民間（実業家）Gojek 創業者，マッキンゼー
社会大臣 Tri Rismaharini 女 1961 PDIP スラバヤ市長，スラバヤ市職員
宗教大臣 Yaqut Cholil Qoumas 男 1975 PKB 国会議員，レンバン県副知事
女性エンパワーメント・子供保護大臣 I Gusti Ayu Bintang Darmavati 女 1968 PDIP デンパサール市職員
青年・スポーツ大臣 Zainudin Amali 男 1962 Golkar ゴルカル党幹事長，国会議員

〔大臣級ポスト〕
検事総長 ST Burhanuddin 男 1954 官僚 検事総長補，南スラウェシ州高検
内閣官房長官 Pramono Anung Wibowo 男 1963 PDIP 国会議員，国会副議長，PDIP 幹事長
大統領首席補佐官 Moeldoko 男 1957 陸軍 国軍司令官，陸軍参謀長

（注）　 1 ）出身組織の略称は以下のとおり。PDIP：闘争民主党，Golkar：ゴルカル党，PKB：民族覚醒
党，NasDem：ナスデム党，PPP：開発統一党，Gerindra：クリンドラ党，PAN：国民信託党，PKS：
福祉正義党，PD：民主主義者党。 2 ）2021年 ₄ 月28日の省庁再編により新設された役職。 ₃ ）2021年
₄ 月28日の省庁再編により新設された役職に任命された大臣。 ₄ ）2022年 ₆ 月15日の内閣改造で任命
された大臣。 5 ）前任者の死去に伴い2022年 ₉ 月 7 日に任命された大臣。 
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　 3 　国家機構主要名簿� （2022年12月末現在）

役職 氏名 所属・前職等
執政府

大統領 Joko Widodo ジャカルタ首都特別州知事，ソロ市長
副大統領 Ma'ruf Amin インドネシア・ウラマー評議会（MUI）議長，ナフダトゥ

ル・ウラマー（NU）総裁，大統領諮問会議委員，国会議員
立法府

国民協議会（MPR）議長 Bambang Soesatyo 中ジャワ第 7 選挙区選出（ゴルカル党）
国民議会（DPR）議長 Puan Maharani 中ジャワ第 5 選挙区選出（闘争民主党）
地方代表議会（DPD）議長 La Nyalla Mahmud Mattalitti 東ジャワ州選出

司法府
憲法裁判所（MK）長官 Anwar Usman 最高裁判所判事
最高裁判所（MA）長官 Muhammad Syarifuddin 最高裁判所副長官，パレンバン高等裁判所長官
司法委員会（KY）委員長 Mukti Fajar Nur Dewata ジョグジャカルタ・ムハマディヤ大学法学部教授

監査機関
会計検査院（BPK）長官 Isma Yatun 会計検査院委員，国会議員（闘争民主党）

国軍・警察
国軍司令官 Yudo Margono 海軍大将 海軍参謀長，海軍兵学校1988年卒
陸軍参謀長（KASAD） Dudung Abdurachman 陸軍大将 陸軍戦略予備軍司令官，ジャカルタ軍管区司令官，陸軍士官学校1988年卒
海軍参謀長（KASAL） Muhammad Ali 海軍大将 第 1 防衛地域統合司令部司令官，ブディオノ副大統領副官，海軍兵学校1989年卒
空軍参謀長（KASAU） Fadjar Prasetyo 空軍大将 第 2 防衛地域統合司令部司令官，空軍士官学校1988年卒
国家警察長官 Listyo Sigit Prabowo 警察大将 国家警察庁刑事局長，バンテン州警察本部長，ジョコ・ウィドド大統領副官

　 4 　2024年総選挙参加政党一覧� （2022年12月14日総選挙委員会発表）

登録番号1） 政党名 （略称） 党　首 国会現有議席数 
1 民族覚醒党 （PKB） Muhaimin Iskandar 58
2 大インドネシア運動党（グリンドラ党） （Gerindra） Prabowo Subianto 78
3 闘争インドネシア民主党（闘争民主党） （PDIP） Megawati Soekarnoputri 128
4 ゴロンガン・カルヤ党（ゴルカル党） （Golkar） Airlangga Hartarto 85
5 ナスデム党 （NasDem） Surya Paloh 59
6 労働者党 （なし） Said Iqbal －
7 インドネシア民衆の波党 （GELORA） Muhammad Anis Matta －
8 福祉正義党 （PKS） Ahmad Syaikhu 50
9 ヌサンタラ覚醒党 （PKN） Gede Pasek Suardika －
10 民衆の真心党（ハヌラ党） （Hanura） Oesman Sapta －
11 インドネシア変革防衛党（ガルーダ党） （Garuda） Ahmad Ridha Sabana －
12 国民信託党 （PAN） Zulkifli Hasan 44
13 月星党 （PBB） Yusril Ihza Mahendra －
14 民主主義者党 （Demokrat） Agus Harimurti Yudhoyono 54
15 インドネシア連帯党 （PSI） Giring Ganesha Djumaryo －
16 インドネシア統一党（プリンド党） （PERINDO）Hary Tanoesoedibjo －
17 開発統一党 （PPP） Muhamad Mardiono 19
182） ナングロ・アチェ党 （PNA） Irwandi Yusuf －
192） 忠節と敬虔の統一アチェ世代党 （Gabthat） Ahmad Tajuddin －
202） アチェの家党 （PDA） Muhibbussabri －
212） アチェ党 （PA） Muzakir Manaf －
222） アチェ福祉公正党 （PAS Aceh）Bulqaini －
232） アチェ民族独立連帯党（シラ党） （SIRA） Muslim Syamsuddin －
243） 信徒党 （なし） Ridho Rahmadi －

（注）　 1 ）これまではすべての政党の登録番号を抽選で決めていたが，今回は国会に議席を有する政党
は前回の登録番号と同じものを選択できるようになった。開発統一党のみ，今回も抽選で登録番号
を決めることを選択した。 2 ）登録番号18～23の政党は，アチェ州内の地方議会議員選挙のみに参加
するアチェ地方政党。 ₃ ）登録番号24の信徒党は，総選挙委員会の審査では選挙参加資格なしと判断
されたが，総選挙監視庁が参加資格を認める決定を下したため，12月30日に総選挙参加政党に追加
された。
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　 1 　基礎統計
2017 2018 2019 2020 2021 2022

人 口1）（100万人） 261.36 264.16 266.92 270.20 272.68 275.77
労 働 力 人 口2）（100万人） 128.06 133.36 135.86 138.22 140.15 143.72
消 費 者 物 価 上 昇 率3）（％） 3.6 3.1 2.7 1.7 1.9 5.5 
失 業 率（％） 5.5 5.3 5.2 7.1 6.5 5.9 
為替レート（ 1 ドル＝ルピア，年平均） 13,401.0 14,243.8 14,130.6 14,625.3 14,344.9 14,906.9 
（注）　 1 ）人口は2020年は人口センサス結果。それ以外は中央統計庁（BPS）による推計値。 2 ）労働力人

口は，15歳以上の労働可能人口を指す。労働力人口と失業率は ₈ 月時点の調査結果。 ₃ ）消費者物価
上昇率は12月時点での前年比。

（ 出 所 ）　BPS の ウ ェ ブ 資 料（https://www.bps.go.id/），Bank Indonesia, Statistik Ekonomi dan Keuangan 
Indonesia, ウェブ版（https://www.bi.go.id/id/statistik/ekonomi-keuangan/seki/Default.aspx）。

　 2 　支出別国内総生産（名目価格） （単位：10億ルピア）
2017 2018 20191） 20201） 20211） 20222）

民 間 消 費 支 出 7,623,056 8,274,214 8,965,837 8,899,918 9,236,020 10,160,356
対家計民間非営利団体 160,594 180,893 206,094 201,452 207,916 228,958
政 府 消 費 支 出 1,239,470 1,338,639 1,394,615 1,491,172 1,569,496 1,500,693
総 固 定 資 本 形 成 4,370,575 4,791,211 5,121,371 4,897,050 5,227,854 5,697,279
在 庫 変 動 210,636 338,634 226,923 97,858 111,143 129,370
統 計 誤 差 -150,283 73,764 -11,773 -405,113 179,728 1,168,253
財 ・ サ ー ビ ス 輸 出 2,742,061 3,116,546 2,943,533 2,676,514 3,634,391 4,797,690
財・ サ ー ビ ス 輸 入（－） 2,606,283 3,275,145 3,013,944 2,415,496 3,189,857 4,094,153
国 内 総 生 産（GDP） 13,589,826 14,838,756 15,832,657 15,443,353 16,976,691 19,588,446
（注）　小数点以下を四捨五入したため，合計数値が合わないものがある。 1 ）暫定値。 2 ）速報値。
（出所）　BPS のウェブ資料（https://www.bps.go.id/）。

　 3 　産業別国内総生産（実質：2010年価格） （単位：10億ルピア）
2017 2018 2019 2020 20211） 20222）

農 業 ・ 林 業 ・ 漁 業 1,258,376 1,307,253 1,354,399 1,378,399 1,404,191 1,435,853
鉱 業 ・ 採 石 業 779,678 796,505 806,206 790,475 822,100 858,147
製 造 業 2,103,466 2,193,368 2,276,668 2,209,920 2,284,822 2,396,603
電 気 ・ ガ ス 供 給 業 101,551 107,109 111,437 108,826 114,861 122,452
水道業・廃棄物処理業・リサイクル業 7,985 8,429 9,005 9,449 9,919 10,240
建 設 業 987,925 1,048,083 1,108,425 1,072,335 1,102,518 1,124,725
卸売業・小売業・四輪・二輪車修理業 1,311,747 1,376,879 1,440,186 1,385,651 1,449,831 1,529,886
運 輸 業 ・ 倉 庫 業 406,679 435,337 463,126 393,419 406,169 486,875
宿 泊 業 ・ 飲 食 業 298,130 315,069 333,305 299,122 310,749 347,944
情 報 ・ 通 信 業 503,421 538,763 589,536 652,063 696,506 750,389
金融・保険サービス業 398,971 415,621 443,093 457,487 464,638 473,615
不 動 産 業 289,569 299,648 316,901 324,259 333,283 339,015
ビ ジ ネ ス サ ー ビ ス 業 172,764 187,691 206,936 195,671 197,107 214,399
公務・防衛・社会保障 326,514 349,278 365,539 365,446 364,251 373,439
教 育 サ ー ビ ス 304,811 321,134 341,350 350,273 350,663 352,716
保健・社会活動サービス 109,498 117,322 127,488 142,227 157,085 161,385
そ の 他 サ ー ビ ス 170,175 185,406 205,011 196,609 200,773 219,778
総 付 加 価 値 9,531,259 10,002,893 10,498,610 10,331,632 10,669,465 11,197,461
生産物に対する租税－補助金 381,669 422,959 450,545 391,367 450,613 512,937
国 内 総 生 産（GDP） 9,912,928 10,425,852 10,949,155 10,722,999 11,120,078 11,710,398
実 質 Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率（％） 5.1 5.2 5.0 -2.1 3.7 5.3
（注）　小数点以下を四捨五入したため，合計数値が合わないものがある。 1 ）暫定値。 2 ）速報値。 
（出所）　表 2 に同じ。
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　 4 　国際収支 （単位：100万ドル）
2017 2018 2019 2020 2021 2022

経 常 収 支 -16,196 -30,633 -30,279 -4,433 3,511 13,216
貿 易 収 支 18,814 -228 3,508 28,301 43,806 62,682

輸 出 168,883 180,725 168,455 163,402 232,835 292,548
輸 入 -150,069 -180,953 -164,948 -135,101 -189,029 -229,866

サ ー ビ ス 収 支 -7,379 -6,485 -7,641 -9,755 -14,599 -20,041
第 一 次 所 得 収 支 -32,131 -30,815 -33,775 -28,911 -31,961 -35,782
第 二 次 所 得 収 支 4,500 6,895 7,629 5,932 6,264 6,357

資 本 移 転 等 収 支 46 97 39 37 80 60
金 融 収 支 28,686 25,122 36,564 7,884 12,492 -8,916

直 接 投 資 18,502 12,511 20,531 14,142 17,286 15,120
ポ ー ト フ ォ リ オ 投 資 21,059 9,312 21,990 3,369 5,086 -9,024
そ の 他 投 資 -10,747 3,266 -6,144 -9,645 -10,212 -15,062

誤 差 ・ 脱 漏 -950 -1,717 -1,648 -891 -2,622 -361
総 合 収 支 11,586 -7,131 4,676 2,597 13,461 3,999
外 貨 準 備 残 高 130,196 120,654 129,183 135,897 144,905 137,233
経 常 収 支 / Ｇ Ｄ Ｐ（％） -1.6 -2.9 -2.7 -0.4 0.3 1.0 
（注）　IMF 国際収支マニュアル第 ₆ 版に基づく。ただし，金融収支の符号は（＋）は資本流入，（-）は資本流出。
（出所）　Bank Indonesia, Statistik Ekonomi dan Keuangan Indonesia, Statistik Utang Luar Negri Indonesia 

（https://www.bi.go.id/id/statistik/ekonomi-keuangan/sulni/Default.aspx）, ウェブ版。

　 5 　国・地域別貿易 （単位：100万ドル）
2020 2021 2022

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
％ ％ ％ ％ ％ ％

日 本 13,472 8.2 11,002 8.1 17,595 7.6 15,533 8.2 24,357 8.3 17,400 7.6 
中 国 31,557 19.3 38,202 28.3 53,278 22.9 53,649 28.4 65,821 22.5 65,212 28.4 
韓 国 6,335 3.9 7,064 5.2 9,161 3.9 9,773 5.2 12,339 4.2 12,240 5.3 
台 湾 4,233 2.6 3,611 2.7 6,726 2.9 4,293 2.3 8,385 2.9 4,293 1.9 
香 港 2,003 1.2 4,016 3.0 2,001 0.9 5,558 2.9 2,813 1.0 4,597 2.0 
A S E A N 36,423 22.3 31,062 23.0 48,533 20.8 42,578 22.5 61,373 21.0 52,898 23.0 
イ ン ド 10,351 6.3 3,595 2.7 13,309 5.7 7,058 3.7 23,363 8.0 9,026 3.9 
ア メ リ カ 18,595 11.4 8,418 6.2 25,765 11.1 11,607 6.1 28,310 9.7 11,715 5.1 
E U 14,223 8.7 11,053 8.2 19,453 8.4 11,897 6.3 22,580 7.7 12,670 5.5 
オ ー ス ト ラ リ ア 2,506 1.5 4,499 3.3 3,236 1.4 9,405 5.0 3,454 1.2 9,685 4.2 
そ の 他 23,703 14.5 12,579 9.3 33,778 14.5 17,678 9.4 39,752 13.6 30,131 13.1 
合 計 163,402 100.0 135,101 100.0 232,835 100.0 189,029 100.0 292,548 100.0 229,866 100.0 
（注）　ASEAN は ₉ カ国の合計。EU はイギリスを含む28か国の合計。輸出額・輸入額とも本船渡条件

（FOB）価格での表示。小数点以下を四捨五入したため，合計数値が合わないものがある。
（出所）　Bank Indonesia, Statistik Ekonomi dan Keuangan Indonesia, ウェブ版。

　 6 　政府財政 （単位：兆ルピア）
2019 2020 2021 2022 2023

政 府 歳 入 ・ 贈 与 1,961 1,648 2,011 2,626 2,463
国 内 歳 入 1,955 1,629 2,006 2,623 2,463

税 収 入 1,546 1,285 1,548 2,035 2,021
税 外 収 入 409 344 458 588 441

贈 与 6 19 5 4 0.4
政 府 支 出 2,309 2,596 2,786 3,091 3,061

中 央 政 府 支 出 1,496 1,833 2,001 2,275 2,247
官 公 庁 ・ 機 関 873 1,060 1,191 1,079 1,001
非 官 公 庁 ・ 機 関 623 773 810 1,195 1,246

地 方 交 付 金 813 763 786 816 815
村 落 資 金 70 71 72 68 70

総 合 収 支 -349 -948 -775 -464 -598
資 金 調 達 402 1,193 872 584 598
財 政 収 支 対 GDP 比（％） -2.2 -6.1 -4.57 -2.38 -2.84
（注）　2019～2022年は執行分。2023年は予算。
（出所）　財務省，APBN KITA 2023 Januari，Nota Keuangan Anggaran tahun 2023（https://www.kemenkeu.go.id/apbnkita）。


